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 鳥取市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年３月４日 

 

        鳥取市長 深 澤 義 彦    

 

鳥取市規則第１１号 

鳥取市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 鳥取市税条例施行規則（平成２年鳥取市規則第１９号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第２項第１号の表様式第２２号の３の項中「県民税」の次に「・森林環境税」

を加え、同表様式第２４号の項中「県民税」の次に「・森林環境税」を加え、「過年度

用」を「随時・減額用」に改める。 

 別表第２項第４号の表様式第４４号の項中「減免申請書」の次に「（身体障がい者等）」

を加え、同項の次に次のように加える。 

様式第４４号の

２ 

軽自動車税(種別割)減免申請書

(公益・構造） 

条例第７８条第２項及び

第７９条第３項 

別表第３項の表様式第６８号の項中「第６条の２の３」を「第６条の２の４」に改

める。 

様式第２２号中 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

(1) 督促手数料     円 

(2) 延 滞 金  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％

(延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定
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する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割合を加算した割合をいう。

以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基

準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年   ％(延滞金特例基準割合が

年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基準割合に

年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合

を超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて

計算した金額を徴収します。 

 

 

 

 

 

 

 

」 

を 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割

合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特

例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間

については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満たない場合には、当該延

滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合を

超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

徴収します。 

 

」 

に 

改める。 

様式第２２号の２中 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

 (1) 督促手数料     円 

 (2) 延 滞 金  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％

(延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をい

う。)に年   ％の割合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場

合には、当該延滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を  
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経過する日までの期間については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満た

ない場合には、当該延滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合

が年   ％の割合を超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計

算した金額を徴収します。 

 

 

 

」 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割

合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特

例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間

については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満たない場合には、当該延

滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合を

超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

徴収します。 

 

」 

に 

改める。 

様式第２２号の３中「年度市民税・県民税」の次に「・森林環境税」を加え、「市

民税・県民税の普通徴収税額」を「市民税・県民税・森林環境税の普通徴収税額」に、

「充当額」を「充当額又は委託納付額」に、「市民税・県民税 各徴収区分ごとの税

額変更内訳」を「市民税・県民税・森林環境税 各徴収区分ごとの税額変更内訳」に、

「市民税・県民税 課税の基礎」を「市民税・県民税・森林環境税 課税の基礎」に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 
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を 
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「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

(1) 督促手数料     円 

(2) 延 滞 金  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％

(延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定

する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割合を加算した割合をいう。

以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基

準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年   ％(延滞金特例基準割合が

年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基準割合に

年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合

を超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて

計算した金額を徴収します。 」 

を 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割

合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特

例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間

については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満たない場合には、当該延

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に 

に、 

」 

「 
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滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合を

超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

徴収します。 

 

 

」 

改める。 

 様式第２３号中 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

(1) 督促手数料     円 

(2) 延 滞 金  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％

(延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定

する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割合を加算した割合をいう。

以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基

準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過

する日までの期間については、年   ％(延滞金特例基準割合が

年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基準割合に

年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合

を超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて

計算した金額を徴収します。 」 

を 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割

合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特

例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間

については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満たない場合には、当該延

滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合を

超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に 
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徴収します。 」 

改める。 

様式第２３号の２中 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

 (1) 督促手数料     円 

 (2) 延 滞 金  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％

(延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をい

う。)に年   ％の割合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場

合には、当該延滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を

経過する日までの期間については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満た

ない場合には、当該延滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合

が年   ％の割合を超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計

算した金額を徴収します。 」 

を 

「  税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

 納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年   ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年   ％の割

合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年   ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特

例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間

については、年   ％(延滞金特例基準割合が年   ％の割合に満たない場合には、当該延

滞金特例基準割合に年   ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年   ％の割合を

超える場合には年   ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

徴収します。 

 

」 

に 

改める。 

 様式第２４号中「市民税・県民税」の次に「・森林環境税」を加え、 
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 様式第２６号中「督促手数料」を削る。 

様式第３２号及び様式第３２号の２中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「 

」 

を 

「 

」 

に改める。 

「 

」 

を 

「 

」 

に、 
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「 ４ 督促手数料及び延滞金 

 納期限までに税金を納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納付 

しなければなりません。 

(1)督促手数料     円 

(2)延滞金   納期限の翌日から納付日までの日数に応じ年税額に以下の割合を 

乗じた延滞金が加算されます。 

期間 適用割合 

納期限後１か月以内 各年の特例基準割合＋   ％（最大   ％） 

納期限後１か月以降 各年の特例基準割合＋   ％（最大   ％） 

※特例基準割合 当該年の前年に租税特別措置法第９３条第２項の規定により告示さ 

れた割合に年  ％の割合を加算した割合 」 

を 

「 ４ 納期限までに税金を納付しなかった場合 

 税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年  ％（延滞金特例基準割

合（平均貸付割合（租税特別措置法第 93 条第 2 項に規定する平均貸付割合をいう。）に

年  ％の割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年  ％の割合に満たない場合には、

当該延滞金特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合（納期限の翌日から 1 月を経過す

る日までの期間については、年  ％（延滞金特例基準割合が年  ％の割合に満たない場

合には、当該延滞金特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年  ％の割合を超える場合には年  ％の割合）とする。））とする。）の割合を乗じて計

算した金額の延滞金を徴収します。 」 

に、 

 

 

 

 

 



9 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４１号中 

「 

」 

を 

「 

」 

に改める。 
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「 4 税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければ

なりません。 

 (1) 督促手数料    円 

 (2) 延滞金 納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年  ％(延滞金

特例基準(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に

年  ％の割合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年  ％の割合に満たない場合には、

当該延滞金特例基準に年  ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日ま

での期間については、年  ％(延滞金特例基準が年  ％の割合に満たない場合には、当該

延滞金特例基準に年  ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年  ％の割合を超

える場合には年  ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額を徴収します。 」 

を 

「 4 税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年  ％(延滞金特例基準割

合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年  ％の

割合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年  ％の割合に満たない場合には、当該延滞金

特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期

間については、年  ％(延滞金特例基準割合が年  ％の割合に満たない場合には、当該延

滞金特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年  ％の割合を

超える場合には年  ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を

徴収します。 

 

」 

に、 
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様式第４１号の２中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を 

「 

」 

「 

」 

に改める。 

を 

「 

」 

「 

」 

に、 
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「 5 税金を納期限までに納付しなかった場合は、督促手数料及び延滞金を併せて納めなければな

りません。 

 (1) 督促手数料    円 

 (2) 延 滞 金 納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年  ％(延滞

金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)

に年  ％の割合を加算した割合をいう。以下同じ。)が年  ％の割合に満たない場合には、

当該延滞金特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日

までの期間については、年  ％(延滞金特例基準割合が年  ％の割合に満たない場合には、

当該延滞金特例基準割合に年  ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年  ％の割合

を超える場合には年  ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額を徴収しま

す。 」 

を 

「 5 税金を納期限までに納付しなかった場合は、延滞金を併せて納めなければなりません。 

  納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、税額に年  ％(延滞金特例基準割合

(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年  ％の割合

を加算した割合をいう。以下同じ。)が年  ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基

準割合に年  ％の割合を加算した割合(納期限の翌日から1月を経過する日までの期間につい

ては、年  ％(延滞金特例基準割合が年  ％の割合に満たない場合には、当該延滞金特例基

準割合に年  ％の割合を加算した割合(当該加算した割合が年  ％の割合を超える場合には

年  ％の割合)とする。))とする。)の割合を乗じて計算した金額の延滞金を徴収します。 

 

」 

に 

改める。 

 様式第４４号を次のように改める。 
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 様式第４４号の次に次の１様式を加える。 
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 様式第６０号中            

「     「    

 
税 額 

督 促 

手数料 
 

  
税 額 

  

         

    を    に改める。 

         

         

   」    」  
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様式第９０号中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 様式第９０号の２中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に改める。 を 

「 

」 

「 

」 
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 様式第９０号の３中 

「     「     

 督促手数料     円  を     に、 

   」     」  

「（１）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき」を「（３）その他裁

決を経ないことにつき正当な理由があるとき」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、別表第２項第１号の表様

式第２４号の項の改正規定、別表第３項の表様式第６８号の項の改正規定及び様式

第２４号の改正規定は、公布の日から施行する。 

に改める。 を 

「 

」 

「 

」 
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 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の鳥取市税条例施行規則の規定により作成され、

使用されている用紙については、この規則の規定にかかわらず、当分の間使用する

ことができる。 


